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本論文は急峻な地域でみられる広義の斜面崩壊（地すべりを含む）の発生しや

すさを評価したものであり、７章で構成される。第１章は研究の背景と目的の記

述、第２章は対象地域の概要、第３章はデータの解説、第４章は手法の解説、第

５章は結果の記述、第６章は考察、第７章は研究のまとめについて述べている。 

斜面崩壊は、日本などの山がちな地域で頻発する地学現象であり、しばしば土

砂災害をもたらす。斜面崩壊による被害を防止するためには、崩壊の発生しやす

さを評価する必要があり、そのための検討が世界各地で行われてきた。しかし既

存研究にはいくつかの問題がある。たとえば、斜面崩壊に関連する因子として地

形、地質、土壌、土地利用などが使われてきたが、高解像度の良質なデータが得

られにくい場合が多い。現時点では地形を表すデジタル標高モデル（DEM）のみ

が、世界全域について比較的高い解像度で得られる状況にあるため、DEM のみで

十分な検討が可能かを検討する必要がある。また、高解像度データの入手が望ま

しい一方で、解析の際には崩壊の一般的な規模と対応した最適な解像度で各因子

を表現すべきであるが、この問題の検討も不足している。さらに、DEM のような

ラスター形式の空間データを用いた分析では、斜面崩壊の発生地点を代表するセ

ルを一つもしくは複数選ぶ必要があるが、この選び方も確立されていない。本論

文では、これらの問題の解決を試みた。 

本論文の対象地域は、日本の新潟県と愛媛県に位置する斜面崩壊が多発してい

る地域と、ネパール中部のメラムチ谷である。最初に、日本の二地域について詳

しい検討を行い、次にその手法をネパールに適用して手法の普遍性を論じた。 

本論文では降雨と地震で発生した斜面崩壊をともに取り上げた。日本についは

防災科学技術研究所が整備したデータから、新潟の 10662 と愛媛の 2543 の崩壊を

抽出した。メラムチ谷については、2015 年の大地震の後に英国の研究者らが認定

した 576 個の崩壊のデータを用いた。DEM は日本については国土地理院が整備し

た 10 m解像度のものを用い、ネパールについては NASAが整備した 30 m解像度

の SRTM を用いた。また、産総研地質調査総合センターが提供している日本の地

質データも使用した。 

DEMの解像度の効果を検討するために、上記の 10 m解像度の DEMを適宜間引

き、30、60、90、120、150、300 m 解像度の DEM を作成した。これらの DEM を

用いて 16 種類の地形指標（標高、平均傾斜、最大傾斜、斜面方向、縦断曲率、横

断曲率、全曲率、水系密度、水系への距離、尾根への距離、相対起伏、標高－起

伏比、土砂輸送能の指標、ストリーム・パワーの指標、地勢特徴の指標、地形的

湿潤度の指標）を算出した。 

上記のデータを、機械学習の一手法であるランダムフォレストを用いて分析し、



崩壊の発生しやすさを地形および地質に基づいて説明するモデルを作成した。ま

た、得られたモデルの性能を ROC（受信者操作特性）に基づく指標を用いて評価

した。さらに、崩壊の発生地点を代表するセルの選び方について、既存の 4 手法

と新たに提案した 1手法を適用し、結果を比較した。 

日本の二地域に関する検討の結果、地形とともに岩質や地質境界のデータを利

用しても、モデルの説明力はそれほど向上せず、DEM のみでも良いモデルが構築

できることが判明した。また、モデルに最適な地形指標の解像度は指標により異

なり、必ずしも解像度が高いほど良いとはいえないことも判明した。新潟と愛媛

では、各指標の最適な解像度と相対的な重要度が共通する傾向があったが、一部

に大きく異なる指標もあった。これらの原因について、崩壊が発生する場に関す

る普遍性と地域性を踏まえて考察した。また、最適なモデルは、地形指標の解像

度を一つには固定せず指標に応じて変化させた場合であり、弾力的なモデルの構

築が求められることが指摘された。崩壊の発生地点を代表するセルの選択につい

ては、今回新たに提案した手法が 5 つの手法の中で最良であることが示された。

以上の成果を踏まえて、日本に適用した手法をネパールにも適用したところ、良

好な結果が得られた。 

以上の内容からなる本論文は、近年きわめて多数の検討が行われている斜面崩

壊の発生しやすさに関する統計的な検討について、新たな手法の提示を含む総合

的な検討を行い、新知見を得たものとみなされる。得られた知見は、今後、日本

のみならずネパールなどの諸外国でも活用され、地域の防災に貢献すると期待さ

れる。 

なお本論文のうち日本の二地域に関する検討の一部は、指導教員の小口 高ら

との共同研究であるが、論文提出者が主体となって分析及び検証を行ったもので

あり、論文提出者の寄与が十分であると判断する。 

したがって、博士（環境学）の学位を授与できると認める。 
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